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適
財
適
所
〜
限
り
あ
る
財
源
を
適
す
る
所
へ
〜

半
田
市
財
政
の
現
状

地
方
公
共
団
体
で
は
、
さ
ま
ざ
ま
な
指
標
を
使
っ
て
、
財

政
の
健
康
状
態
を
管
理
し
て
い
ま
す
。
こ
こ
で
は
、
４
つ
の

財
政
指
標
か
ら
な
る
「
健
全
化
判
断
比
率
」
と
公
営
企
業
会

計
ご
と
の
「
資
金
不
足
比
率
」
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。
表
に

お
示
し
し
た
と
お
り
、
い
ず
れ
の
数
値
も
基
準
を
達
成
し
、

健
康
な
状
態
を
示
し
て
い
ま
す
。

※
実
質
赤
字
比
率
、
連
結
実
質
赤
字
比
率
、
資
金
不
足
比
率
に
お
い
て
は
、

赤
字
ま
た
は
不
足
額
が
な
い
場
合
は
、
「
該
当
な
し
」
と
し
て
い
ま
す
。

ま
た
、
健
全
化
判
断
比
率
の
全
国
の
状
況
（
速
報
）
に
は
、
赤
字
額
が
あ

る
市
区
町
村
の
数
ま
た
は
市
区
町
村
の
平
均
値
を
掲
載
し
て
い
ま
す
。

※
普
通
会
計
と
は
、
一
般
会
計
に
中
小
企
業
従
業
員
退

職
金
等
福
祉
共
済
事
業
、
知
多
半
田
駅
前
土
地
区
画

整
理
事
業
、
乙
川
中
部
土
地
区
画
整
理
事
業
、
学
校

給
食
、
黒
石
墓
地
事
業
の
５
つ
の
特
別
会
計
を
加
え

た
も
の
を
指
し
ま
す
。

市
債
と
は
道
路
や
公
園
、
学
校
な
ど
将
来
に

わ
た
っ
て
み
な
さ
ん
に
ご
利
用
い
た
だ
く
公
共

施
設
を
建
設
・
整
備
す
る
と
き
に
、
国
な
ど
か

ら
借
り
入
れ
る
借
金
の
こ
と
で
す
。
公
共
施
設

は
将
来
に
わ
た
っ
て
長
期
間
使
わ
れ
る
た
め
、

将
来
の
市
民
に
も
、
そ
の
費
用
を
分
け
合
っ
て

い
た
だ
き
、
世
代
間
の
負
担
を
公
平
に
す
る
た

め
の
意
味
も
あ
り
ま
す
が
、
残
高
が
増
え
る
と

利
息
の
支
払
で
財
政
の
硬
直
化
を
招
き
ま
す
。

半
田
市
で
は
平
成
15
年
度
に
借
入
残
高
が
約

９
５
５
億
円
と
な
り
ピ
ー
ク
を
迎
え
ま
し
た
。

そ
の
後
、
み
な
さ
ん
か
ら
納
め
て
い
た
だ
い
た

市
民
税
や
都
市
計
画
税
な
ど
を
市
債
の
返
済
に

充
て
、
計
画
的
に
地
方
債
残
高
の
削
減
を
図
っ

て
い
ま
す
。

平
成
26
年
度
末
の
市
債
残
高
は
約
５
８
１
億

円
と
な
り
、ピ
ー
ク
時
か
ら
の
約
10
年
間
で
３
７

４
億
円
も
の
削
減
を
図
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

建
設
や
道
路
維
持
改
修
と
い
っ
た
普
通
建
設
事
業

費
が
含
ま
れ
る
投
資
的
経
費
は
、
亀
崎
幼
稚
園
の
改

築
や
新
庁
舎
整
備
な
ど
も
あ
り
97
億
円
と
な
り
３
年

連
続
の
伸
び
と
な
っ
て
い
ま
す
。

生
活
保
護
費
な
ど
が
含
ま
れ
る
扶
助
費
も
こ
の
10

年
間
で
倍
増
の
87
億
円
と
な
り
高
齢
化
社
会
の
進
展

に
伴
い
、
今
後
も
増
加
が
見
込
ま
れ
ま
す
。
義
務
的

経
費
で
あ
る
扶
助
費
を
確
保
し
つ
つ
、
今
後
控
え
て

い
る
公
共
施
設
の
更
新
を
限
ら
れ
た
財
源
の
中
で
ど

う
計
画
し
て
い
く
か
、
ま
さ
に
適
財
適
所
が
求
め
ら

れ
て
い
ま
す
。

扶助費と投資的経費の状況

市債残高の状況
ピ
ー
ク
時
か
ら
３
７
４
億
円
の
削
減
！
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扶助費と投資的経費の推移（普通会計）

扶助費 扶助費に必要な一般財源 投資的経費
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該当なし

該当なし

指標・基準

3.0%

財政再生
基準

半田市の
算定結果

35.0％
以上

30.0％
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20.0％
以上

17.14％
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以上

早期健全化
基準

8.0%

45.8%

1市区町村

全国の状況
（速報）

なし

該当なし
350.0％
以上 ─

実質赤字比率
一般会計などの実質的な赤字は、収入の何割か

実質公債費比率
収入のうち、何割を借金の返済に充てているか

連結実質赤字比率
市の全会計の実質的な赤字は、収入の何割か

将来負担比率
背負っている負債は財政規模の何割か
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経営健全化
基準 病院

事業

半田市の算定結果

下水道
事業

水道
事業

13公営企業会計が経
営健全化基準以上
資金の不足がある公
営企業会計は58会計

全国の状況
（速報）
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該当
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20.0％
以上

該当
なし

資金不足比率
企業会計の資産の不足額
が、事業規模の何割か

健全化判断比率

資金不足比率


